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政策会議付議事案書（平成２９年１０月１０日） 

                  提案課名 市民税課、資産税課 

                       報告者名  加藤正芳、大津真知子 

事案名 秦野市市税条例の一部を改正することについて 

    ○有 

資料 

    無 

目

的

・ 

必

要

性 

平成２８年度課税以降、毎年適用期限を延長してきた軽自動車税の軽減課税制度

（グリーン化特例）、平成２５年度課税以降に適用している固定資産税の負担軽減

の特例措置（わがまち特例）及び災害に関する税制上の措置について、地方税法の

改正（平成２９年４月１日施行）に合せ秦野市市税条例を改正するもの 

１ 改正概要 

(1) 軽自動車税の課税軽減制度（グリーン化特例）の延長（２か年）及び対象車両

の変更（重点化） 

(2) 固定資産税の負担軽減の特例措置（わがまち特例）の対象施設の追加及びその

特例割合（課税標準額に乗じる割合）の設定 

(3) 災害に関する税制上の措置 

   被災市街地復興推進地域について、被災住宅用地特例の適用を４年度分に拡充

する 

経

過

・ 

検

討

結

果 

１ 経過 

(1) 平成２８年１２月 「平成２９年度税制改正の大綱」閣議決定 

(2) 平成２９年 ２月 「地方税法等の一部を改正する法律案」閣議決定 

(3) 平成２９年 ３月３１日 「地方税法等の一部を改正する法律」公布 

 ア 軽自動車税の課税軽減制度の延長及び対象車両の改正 

 イ 固定資産税の負担軽減の特例措置の対象施設の追加及び廃止（削除） 

   ウ 災害に関する税制上の措置 

２ 検討結果 

地方税法において市町村の条例で定めるとしている特例割合を定めるとともに、

地方税法の改正内容に合わせて市税条例の一部を改正する 

決

定

等

を

要

す

る

事

項 

１ 軽自動車税の軽減課税の対象車両の改正の適用期限を延長すること 

(1) 平成２９年４月１日から平成３１年３月３１日までに新規取得した三輪以上の

軽自動車（新車に限る。）で、排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の

小さい車両について、新規取得した時期に応じて平成３０年度課税分又は平成

３１年度課税分の１年分に限り税率を軽減するもの 

(2) 施行日  平成３０年４月１日 

 

 

議題 １ 
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決

定

等

を

要

す

る

事

項 

 

 

２ 固定資産税の負担軽減措置の特例対象施設を追加及び削除すること 

(1)  国が一律に定めていた地方税の特例措置の内容を地方公共団体の条例で決定で

きるようにするという趣旨から導入された、固定資産税の課税標準の特例措置

（わがまち特例）に、次の施設等を追加し、適用から外れる施設（機器）を削除

するもの 

なお、特例割合は、従来の法定の軽減割合、本市の現状、各市の状況等を考慮

し、地方税法で示された参酌割合を採用するもの 

  ア 追加する施設 

（ｱ） 家庭的保育事業   （利用定員５人以下）  特例割合 １/２  

（ｲ） 居宅訪問型保育事業             特例割合 １/２  

（ｳ） 事業所内保育事業  （利用定員５人以下）  特例割合 １/２  

（ｴ） 企業主導型保育事業 （利用定員６人以上）  特例割合 １/２  

（ｵ） 市民緑地                  特例割合 ２/３  

     ※特例割合とは課税標準額に乗じる率 

  イ 削除する施設（機器） 

    ノンフロン製品（フロン以外の冷媒を使用し総務省令で定める機器）  

(2)  施行日  公布の日 

 

３ 被災住宅用地に係る特例措置に被災市街地復興推進地域の規定を追加 

 (1) 被災住宅用地に係る特例措置について、被災市街地復興推進地域においては被

災住宅用地を住宅用地とみなす期間を２年度分から４年度分に拡充 

 (2) 施行日  公布の日 

今

後

の

取                                                                           

扱 

１ 軽自動車税 

平成２９年１２月 議会提出（市税条例等の一部改正議案） 

  平成３０年 ２月 軽自動車税制度改正周知(広報紙、ホームページ等) 

        ４月 条例施行（１日） 

          （軽自動車税の軽減税率の適用開始） 

 

２ 固定資産税（被災住宅用地に係る特例措置を含む。） 

平成２９年１２月 議会提出（市税条例等の一部改正議案） 

      条例施行（公布日） 

 固定資産税制度改正周知(広報紙、ホームページ等) 

 償却資産の申告書送付 

平成３０年 １月 平成３０年度賦課基準日（１日） 

償却資産の申告受付 
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平成２９年１０月１０日 

財務部市民税課 

地方税法の改正に伴う市税条例の改正概要（軽自動車税） 

 

市税 

条例 

対応する 

法  令 
改正の概要 

１ 軽自動車税の軽減課税の適用期限の延長 

(現） 

附則第 36

～38 項 

(予) 

附則第 40

～42 項 

 

 

法 附 則 第

30 条 
１ 法律改正にあわせて改正 

  平成２８年度以降、排出ガス性能及び燃費性能の優れ

た環境負荷の小さい車両については、初回取得の翌年度

課税分（取得後最初に課税される軽自動車税）に限り、軽

自動車税の税率を軽減してきた。 

平成２９年３月の地方税法の改正に伴い、これまでの

基準に比べより環境負荷の小さい車両（燃費基準）を対象

とするとともに、軽減制度を２か年延長する。 

改正後は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３

１日までに新規取得した場合には平成３０年度分に限

り、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

に新規取得した場合には、平成３１年度分に限り、それぞ

れ環境性能に応じておおむね７５％、５０％、２５％とす

る。 

 

２ 適用条件及び税率（下線部分が変更点） 

(1) 適用条件 

   ① 電気自動車・天然ガス軽自動車（平成 21 年排 

出ガス 10%低減又は平成 30 年規制適合車） 

（おおむねおおむねおおむねおおむね 75757575％％％％軽減軽減軽減軽減）））） 

② 乗 用：平成 17 年排出ガス基準 75％低減達成 

（★★★★）又は平成 30 年排出ガス基準

50％低減達成かつ平成 32 年度燃費基準

＋30%達成車 

貨物用：平成 17 年排出ガス基準 75％低減達成 
（★★★★） 

かつ平成 27 年度燃費基準＋35%達成車 

（（（（おおむねおおむねおおむねおおむね 55550000％％％％軽減軽減軽減軽減）））） 

③ 乗 用：平成 17 年排出ガス基準 75％低減達成 

（★★★★）又は平成 30 年排出ガス基準

50％低減達成かつ平成 32 年度燃費基準

＋10%達成車 

貨物用：平成 17 年排出ガス基準 75％低減達成 
（★★★★） 

かつ平成 27 年度燃費基準＋15%達成車 

（（（（おおむねおおむねおおむねおおむね 25252525％％％％軽減軽減軽減軽減））））    

資 料 １ 



- 2 - 

 

※ ②、③については、揮発油（ガソリン）を内燃機関の燃

料とする軽自動車に限ります。 

 

(2)適用税率              （単位：円） 

 

 

３ 取得期間及び適用期限 

取得期間 適用期限 

平成２９年４月 １日から 

平成３０年３月３１日まで 
平成３０年度 

平成３０年４月 １日から 

平成３１年３月３１日まで 
平成３１年度 

 

４ 施行日 

平成３０年４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

車種区分 

税 率 （年税額） 

標準 

税率 

おおむね

75％ 

軽減 ① 

おおむね

50％ 

軽減 ② 

おおむね

25％ 

軽減 ③ 

三輪車 3,900 1,000 2,000 3,000 

四輪車 

乗用 
営業用 6,900 1,800 3,500 5,200 

自家用 10,800 2,700 5,400 8,100 

貨物 
営業用 3,800 1,000 1,900 2,900 

自家用 5,000 1,300 2,500 3,800 
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平成２９年１０月１０日 

財務部資産税課 

 

地方税法の改正に伴う市税条例の改正概要（固定資産税） 

 

市税 

条例 

対応する 

法  令 
改正の概要 

１ 固定資産税の負担軽減措置の特例対象施設の追加及び削除 

第 24 条第

2 項、第 27

条第 1 項

及 び 第 2

項 

（新設予) 

附則第 22

項～24 項 

第 35 項～

36 項 

附則 

（廃止現） 

附則第 32

項 

第 349条の

3 第 1 項、

第 28 項、

29 項及び

30 項 

法 附 則 第

15 条第 36

項、40 項、

44 項及び

45 項 

１ 法規定の新設にあわせて改正の概要 

家庭的保育事業等の保育施設及び市民緑地の固定資産

に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、「わが

まち特例」を導入し、適用取得期限が経過する償却資産に

かかるノンフロン製品について規定を廃止する。 

また、災害に関する税制上の措置について拡充する。 

 

２ わがまち特例の新設 

（1） 対象施設及び特例割合 

   追加する対象施設は５施設あり、その特例割合につ

いては参酌基準を採用する 

   詳細は資料２－１「わがまち特例の対象施設等」のと

おり 

 

（2） 特例割合の県内各市の設定状況（議決前９市を含む） 

  ア 保育事業関係   

    参酌（特例割合１／２）   ９市 

[ 藤沢、平塚、小田原、伊勢原など  ] 

    参酌以外（特例割合１／３） ９市       

       [ 政令３市、横須賀、厚木、鎌倉など ] 

  イ 市民緑地 

    参酌（特例割合２／３）  １５市 

       [ 藤沢、平塚、小田原、伊勢原など  ] 

    参酌以外（特例割合１／２）          

       [ 横浜、厚木、 ]  ２市 

 

    設けない          １市 

       [ 茅ヶ崎 ]      

 

 

 

資 料 ２ 
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３ わがまち特例の廃止 

(1) 対象施設及び特例割合 

 対象施設 条例特例割合 参酌基準 

１ ノンフロン製品 ４分の３ 

４分の３を参酌し

３分の２から６分

の５の範囲内 

 

(2) 特例適用の取得期限 

平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日まで

に取得した製品 

(3) 適用期限 

平成２７年度課税分以後、新たに固定資産税が課税

されることとなった年度から３年度分 

※ 適用最終年度は、平成３２年度 

 

４ 災害に関する税制上の措置 

  被災住宅用地に係る特例措置について、被災市街地復

興推進地域においては被災住宅用地を住宅用地とみなす

期間を２年度分から４年度分に拡充 

 

５ 施行日 

  公布の日 

 



わがまち特例の対象施設等 

 平成２９年１０月１０日 

財務部市民税課 

№ 特例対象の施設等 対象となる資産 取得期間 
適用年度 

 及び期間 

特例割合 

（地方税法の規定） 

特例割合 

本市（案） 

市内の状況 

（適用の見込） 

１ 

家庭的保育事業 
（児童福祉法第６条の三第９項） 

【利用定員５人以下】 

児童福祉法に基づく事

業に供する固定資産 

（家屋、償却資産） 

な し 
平成３０年度課税分

から期限なし 
１／２を参酌し、 

１／３から２／３

の範囲内 

課税標準 

の１／２ 

市内３施設中 

１施設が該当 

２ 
居宅訪問型保育事業 
（児童福祉法第６条の三第１１項） 

該当施設等 

な し 

３ 

事業所内保育事業 
（児童福祉法第６条の三第１２項） 

【利用定員５人以下】 

４ 

企業主導型保育事業 
（児童福祉法第５９条の二第１項） 

【利用定員６人以上】 

子ども・子育て支援法に

基づく政府の補助を受け

た者が設置する当該施設

の用に供する施設 

（土地、家屋、償却資産） 平成２９年４月１日～ 

平成３１年３月３１日 

平成３０年度課税分

以後、適用開始年度

から５年度分 

５ 

市民緑地 
（都市緑地法第 55条第１項：土地） 

（同法第 63条第１項：認定計画） 

（同法第 69条第１項：推進法人） 

都市緑地法に基づく市民

緑地の用に供する固定資

産（土地） 

平成３０年度課税分

以後、適用開始年度

から３年度分 

２／３を参酌し、 

１／２から５／６

の範囲内 

課税標準の 

２／３ 

 

資料２－１ 



 

- 1 - 
 

政策会議付議事案書（平成２９年１０月１０日） 

                        提案課名 農業委員会事務局 

                          報告者名 今井 剛 

 

事案名 
秦野市農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数を定める

条例を制定することについて 

    ○有 

資料 

    無 

目
的

・
必
要

性 

農業委員会等に関する法律の一部改正(平成２７年９月４日公布、平成２８年４月１

日施行)に伴い、農業委員の選出方法が従来の公選制から市町村長が募集をし、議会の

同意を得て任命する制度に見直されました（任期は３年で変更なし）。 

また、農地の集約化や遊休農地の解消といった農地利用の最適化を推進するための

「農地利用最適化推進委員」が新設され、農業委員会が募集をし、委嘱することとなり

ました（農業委員と同一の任期）。 

これらの両委員の定数は条例で定めることと規定されていることから、本条例を制

定するものです。 

経

過

・
検

討
結

果 

１ 農業委員の定数について 

法律で定める委員の定数は、農業世帯数及び農地面積が勘案され、本市では 

「１９名」が上限です。しかし、国の実施上の方針は、農業委員会の会議を機動的

に開催できるようにするため、農地利用最適化推進委員を委嘱しない農業委員会を

除き、農業委員の数を現行の半数程度とするものであること、また、推進委員が新

設されることに配慮し、農業委員会のスリム化を図るため、現在２５名である農業

委員の定数を「１２名」とするものです。 

２ 農業委員選考委員会の設置について 

  農業委員の選任に当たっては、省令において、「推薦を受けた者及び募集に応募

した者の数が定員を超えた場合その他必要と認める場合には、関係者からの意見の

聴取その他の任命過程の公平性及び透明性を確保するために必要な措置を講じるよ

うに努めなければならない」とされています。 

そのため、農業委員の候補者の選考に当たり、附属機関として「秦野市農業委員

会委員選考委員会」（５名以内）を設置するものです。 

３ 農地利用最適化推進委員の定数について  

  定数の基準は、農業委員会の区域内の農地面積のヘクタール数を１００で除して

得た数字（１未満の端数を生じたときは、１に切り上げる。）以下であると規定さ

れています。そのため、本市の農地面積１，１３７ｈａを１００で除して得た数 

１１．３７を切り上げた「１２名」とするものです。 

議題２ 
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決
定
等
を
要
す
る
事
項 

１ 秦野市農業委員会の委員の定数を１２名とすること。 

２ 農地利用最適化推進委員の定数を１２名とすること。 

３ 秦野市農業委員会の選挙による委員の定数条例を廃止すること。 

４ 秦野市附属機関の設置等に関する条例の一部を改正し、秦野市農業委員会委員選

考委員会（５名以内）を設置すること。 

５ 秦野市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例を一部改正し、農地利

用最適化推進委員の報酬を農業委員と同額の月額３６，０００円とすること。ま

た、秦野市農業委員会委員選考委員会の委員の報酬を日額７，８００円とするこ

と。  

今
後
の
取
扱
い 

１ 平成２９年第４回定例会に議案提出 

２ 平成３０年２月中旬  農業委員及び農地利用最適化推進委員の募集 

３ 平成３０年４月    農業委員の選考 

４ 平成３０年６月    農業委員の議会同意 

５ 平成３０年６月２１日 新農業委員の任命、農地利用最適化推進委員の委嘱 

 



秦野市農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数を定める 

条例について 

平成２９年１０月１０日 

農業委員会事務局 

 

１ 農業委員会の委員の定数について 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

２ 農地利用最適化推進委員の定数について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

秦野市の農地面積は、１，１３７ヘクタールであることから、１００で除して

得た数字１１．３７を切り上げた１２名とする。 

  

資 料 

現現現現    在在在在    

選挙制選挙制選挙制選挙制とととと市長市長市長市長のののの選任制選任制選任制選任制    

 

委員数 ２５名 

 

内訳 

ア 選挙 ２０名 

イ 議会推薦 ４名 

（議員２名・女性農業

者２名） 

ウ 団体推薦 １名 

（農協 １名） 

改正後改正後改正後改正後    

市長市長市長市長のののの任命制任命制任命制任命制    

 

委員数（案） １２名 

概要 

ア 過半数は原則として認定農業者

とする。（法第８条第５項） 

イ 農業委員会の所掌に属する事項

に関し利害関係を有しない者が含

まれるようにしなければならな

い。（法第８条第６項） 

ウ 委員の年齢、性別等に著しい偏

りが生じないよう配慮しなければ

ならない。（法第８条第７項） 

エ 委員の募集は推薦・公募により

実施する。（法第９条第１項） 

農業委員会等農業委員会等農業委員会等農業委員会等にににに関関関関するするするする法律施行令法律施行令法律施行令法律施行令（（（（抜粋抜粋抜粋抜粋））））    

（農業委員会の推進委員の定数の基準） 

第８条 法第１８条第２項の政令で定める定数の基準は、農業委員会の区域内の

農地面積のヘクタール数を１００で除して得た数字（１未満の端数を生じたと

きは、１に切り上げる。）以下であることとする。 



 

- 1 - 
 

政策会議付議事案書（平成２９年１０月１０日） 

提案課名  予 防 課 

報告者名  諸星 和実 

事案名 秦野市火災予防条例の一部を改正することについて 資料 無 

目

的

・

必

要

性 

平成24年に広島県で発生したホテル火災や平成25年に長崎県で発生

した認知症高齢者グループホーム火災等において、多数の死傷者が出た

ことを踏まえ、「違反防火対象物公表制度」(消防法令に重大な違反の

ある建物の情報を社会に広く公表する制度)の実施について、平成 

２５年度に国から通知がありました。 

その内容は、「違反対象物の公表については、消防機関が命令を行っ

た場合に公示が義務付けられているが、公示に至るまでの間、建物の危

険性に関する情報が利用者に提供されない状況にあることから、利用者

自らが建物の情報を入手して利用を判断できることが必要である。」と

いうものでした。 

本市においても重大な消防法令違反のある建物があるため、利用者が

建物情報を入手して、利用の適否を判断できるようにするとともに、消

防用設備等の適正な設置を促進することを目的に「違反防火対象物公表

制度」を実施するものとし、火災予防条例の一部を改正するものです。 

経

過

・

検

討

結

果 

１ 経過 

 (1) 平成25年12月 政令指定都市の消防本部を先行させて公表制度を導

入することについて、国から通知 

 (2) 平成27年3月  人口２０万人以上の消防本部での公表制度の導入に

ついて国から通知。その他の消防本部においても具体

的な検討を進めるよう要請 

２ 本市での検討結果 

  次のことを踏まえ、違反防火対象物公表制度の実施が必要と判断する

ものです。 

(1) 国からの通知を受け、本市として、重大な消防法令違反のある防火

対象物の洗い出しを行い、立入検査による現状確認を実施しました。

その結果、１１の防火対象物が該当し、本市の指導により６件が是正

されましたが、他の５件について是正が進まない状況にあります。 

(2) 既に違反防火対象物公表制度を実施している他市消防本部の運用状

況を見ると、建物の火災危険性情報を公表することで、防火対象物関

係者による早期是正が促進されています。 

 

３ 消防法令に重大な違反のある本市内の建物   (本年10月1日現在) 

建物用途 対象建物数 違反の内容 

複合用途防火対象物 

(16)項イ 
５ 

自動火災報知設備未設置 

(延べ面積300㎡以上義務設置) 
 

議題３ 
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４ 県央各市の条例制定状況           (本年4月1日現在) 

制定施行済み 
大和市(平成28年7月1日施行) 

厚木市(本年4月1日施行) 

未制定 

(12月議会議案提出予定) 

伊勢原市、海老名市、座間市、綾瀬市 

(平成30年4月1日施行予定) 

※ 神奈川県は、各市町に対して実施目標を平成30年4月として要請 

決

定

を

要

す

る

事

項 

 

１ 次の消防用設備等に消防法令上の違反がある防火対象物のうち、一定

の手続を経ても、なお是正されないものについて、消防長が、防火対象

物の名称、所在地及び法令違反の内容を公表するものとすること。 

ア 屋内消火栓設備 

イ スプリンクラー設備 

ウ 自動火災報知設備 

２ 公表をしようとするときは、あらかじめその防火対象物の所有者、管

理者等に通知するなど、公表の手続を定めること（規則で規定）。 

３ 公表は、広報はだの及び市ホームページへの掲載、並びに消防本部及

び消防署での閲覧の方法によること（規則で規定）。 

４ 一部改正条例の施行期日を平成３０年４月１日とすること。 

 

今

後

の

取                                                                           

扱 

い 

 

１ 平成２９年第４回定例会に条例改正案提出 

２ 条例の改正に伴う条例施行規則の改正 

３ 重大な消防法令違反のある防火対象物への立入検査を実施し、違反の

是正について指導したうえ、是正のされない防火対象物について公表の

実施 

 


